
事
業
性
融
資
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 
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財
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金
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委
員
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令

和

六

年

六

月

六

日 

 

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

企
業
価
値
担
保
権
の
設
定
は
、
企
業
価
値
担
保
権
者
や
特
定
被
担
保
債
権
者
が
債
務
者
と
そ
の
使
用
人
と
の
間
の
労
働
契

約
の
締
結
・
変
更
等
に
影
響
を
及
ぼ
す
目
的
で
行
っ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
を
監
督
指
針
等
に
お
い
て
明
確
に
す
る
こ
と
。
ま

た
、
企
業
価
値
担
保
権
の
担
保
目
的
財
産
と
な
る
会
社
の
総
財
産
の
定
義
や
そ
の
範
囲
を
画
定
す
る
た
め
の
考
え
方
、
伴
走

型
支
援
に
当
た
っ
て
優
越
的
地
位
の
濫
用
防
止
の
観
点
か
ら
企
業
価
値
担
保
権
者
等
が
考
慮
す
べ
き
事
項
、
制
度
運
用
に
お

け
る
留
意
点
等
を
監
督
指
針
等
に
お
い
て
明
確
に
す
る
と
と
も
に
、
広
く
周
知
・
広
報
を
行
う
こ
と
。 

 

二 

担
保
目
的
財
産
の
換
価
の
方
法
に
関
し
裁
判
所
の
適
切
な
判
断
に
資
す
る
よ
う
考
え
方
を
示
す
と
と
も
に
、
担
保
目
的
財

産
の
換
価
に
当
た
っ
て
、
事
業
の
継
続
と
成
長
発
展
を
支
え
る
と
の
本
法
の
目
的
に
沿
っ
て
、
管
財
人
は
、
事
業
譲
渡
の
金

額
の
多
寡
の
み
で
は
な
く
、
雇
用
の
維
持
及
び
取
引
関
係
の
維
持
、
そ
の
他
多
様
な
事
情
を
考
慮
し
た
上
で
、
承
継
先
を
決

定
す
る
こ
と
を
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
明
記
し
、
広
く
周
知
・
広
報
を
行
う
こ
と
。 

 

三 

一
般
債
権
者
の
保
護
を
よ
り
強
く
図
る
目
的
で
設
け
ら
れ
る
不
特
定
被
担
保
債
権
留
保
額
の
算
定
方
法
を
政
令
で
定
め
る

に
当
た
っ
て
は
、
具
体
的
な
算
定
根
拠
を
明
ら
か
に
し
つ
つ
、
労
働
債
権
が
労
働
者
の
生
活
の
保
持
に
不
可
欠
で
あ
る
こ
と

に
特
段
の
配
慮
を
行
う
こ
と
。 

 

四 

企
業
価
値
担
保
権
の
活
用
に
お
け
る
労
働
者
保
護
の
さ
ら
な
る
強
化
を
図
る
た
め
、
担
保
権
の
設
定
時
及
び
実
行
前
後
に

お
け
る
労
働
組
合
等
へ
の
通
知
、
協
議
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、
速
や
か
に
検
討
を
開
始
す
る
こ
と
。 



五 

「
事
業
譲
渡
又
は
合
併
を
行
う
に
当
た
っ
て
会
社
等
が
留
意
す
べ
き
事
項
に
関
す
る
指
針
」
に
つ
い
て
は
、
政
府
に
お
い

て
、
専
門
的
な
検
討
の
場
を
設
け
、
新
た
な
企
業
価
値
担
保
権
の
創
設
を
踏
ま
え
て
必
要
な
見
直
し
等
を
行
う
こ
と
。
加
え

て
、
合
併
・
事
業
譲
渡
を
は
じ
め
企
業
組
織
の
再
編
に
伴
う
労
働
者
保
護
に
関
す
る
諸
問
題
に
つ
い
て
は
、
そ
の
実
態
把
握

を
行
う
と
と
も
に
、
速
や
か
に
検
討
を
進
め
、
結
論
を
得
た
後
、
必
要
に
応
じ
て
立
法
上
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。 

 

六 

企
業
価
値
担
保
権
者
や
特
定
被
担
保
債
権
者
が
、
実
態
と
し
て
、
債
務
者
の
使
用
人
の
労
働
条
件
等
の
決
定
及
び
変
更
等

に
関
与
し
て
い
る
場
合
は
労
働
組
合
法
上
の
使
用
者
に
該
当
し
得
る
こ
と
を
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
明
ら
か
に
し
、
金
融
機
関
等

に
周
知
徹
底
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
本
法
と
労
働
関
係
法
令
と
の
関
係
に
つ
い
て
の
考
え
方
を
整
理
し
た
上
で
、
広
く
周

知
・
広
報
を
行
う
こ
と
。 

 

七 

本
法
に
基
づ
く
制
度
の
運
用
に
当
た
っ
て
は
、
基
本
理
念
も
踏
ま
え
、
企
業
価
値
担
保
権
信
託
会
社
や
金
融
機
関
等
に
対

す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
充
実
を
図
る
こ
と
。
そ
の
際
、
地
域
金
融
機
関
等
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
主
に
担
当
す
る
財
務
局
も
含

め
、
優
秀
な
人
材
の
確
保
と
職
員
の
専
門
性
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
必
要
な
定
員
の
確
保
及
び
機
構
の
整
備
に
努
め
る

こ
と
。 

 

八 

企
業
価
値
担
保
権
と
い
う
新
た
な
制
度
を
活
用
し
た
融
資
ス
キ
ー
ム
が
可
能
と
な
る
こ
と
に
鑑
み
、
本
法
施
行
後
か
ら
五

年
を
経
過
す
る
ま
で
の
間
、
融
資
状
況
等
に
つ
い
て
継
続
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
い
、
制
度
の
利
用
状
況
の
推
移
や
利
用

時
の
課
題
等
に
つ
い
て
公
表
す
る
こ
と
。 

  
 

右
決
議
す
る
。 


